
博物館法の一部を改正する法律案要綱 

 

一 博物館法の一部改正 

 １ 法律の目的 

   博物館法の目的に、文化芸術基本法の精神に基づくことを追加すること。 

（第一条関係） 

 

 ２ 博物館の定義 

   博物館の設置者を、国及び独立行政法人以外の法人とすること。 

（第二条第一項～第三項及び第十三条第一項第一号関係） 

 

 ３ 博物館の事業 

   博物館が行う事業に、博物館資料に係る電磁的記録を作成し、公開すること並びに

学芸員その他の博物館の事業に従事する人材の養成及び研修を行うことを追加するこ

と。                  （第三条第一項第三号及び第十一号関係） 

 

 ４ 他の博物館等との協力等 

  （一）博物館は、他の博物館等との間において、資料の相互貸借等を通じ、相互に連

携を図りながら協力するよう努めるものとすること。   （第三条第二項関係） 

  （二）博物館は、地方公共団体等の関係機関及び民間団体と相互に連携を図りながら

協力し、地域における教育、学術及び文化の振興、文化観光その他の活動の推進

を図り、もって地域の活力の向上に寄与するよう努めるものとすること。 

（第三条第三項関係） 

 

 ５ 学芸員補の資格要件 

   学芸員補となる資格要件を、短期大学士等の学位を有する者で博物館に関する所定

の科目の単位を修得したもの等であることとすること。       （第六条関係） 

 

 ６ 登録の審査 

  （一）登録の申請に係る博物館の設置者が次のいずれかに該当することとすること。 

（第十三条第一項第一号関係） 

   （１）地方公共団体又は地方独立行政法人 

   （２）博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること及び博物館の運営を

担当する役員が必要な知識又は経験を有すること等の要件に該当する法人 
  （二）登録の申請に係る博物館について、博物館資料の収集、保管及び展示並びに博

物館資料に関する調査研究を行う体制、学芸員その他の職員の配置並びに施設及

び設備が、都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであることとする

とともに、一年を通じて百五十日以上開館することとすること。 

（第十三条第一項第三号～第六号関係） 



  （三）都道府県の教育委員会が（二）に掲げる都道府県の教育委員会の定める基準を

定めるに当たっては、文部科学省令で定める基準を参酌するものとすること。 

（第十三条第二項関係） 

  （四）都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識

経験を有する者の意見を聴かなければならないこととすること。 

（第十三条第三項関係） 

 

 ７ 登録された博物館に係る手続 

  （一）博物館の設置者は、当該博物館の運営の状況について、定期的に、都道府県の

教育委員会に報告しなければならないこととすること。    （第十六条関係） 

  （二）都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館の適正な運営を確保するため

必要があると認めるときは、当該博物館の設置者に対し、その運営の状況に関し

報告又は資料の提出を求めることができることとすること。  （第十七条関係） 

  （三）都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館が登録の基準に該当しなくな

ったと認めるときは、当該博物館の設置者に対し、必要な措置をとるべきことを

勧告することができることとするとともに、勧告を受けた博物館の設置者が、正

当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該博物館の設置

者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができることとする

こと。                  （第十八条第一項及び第二項関係） 

 

 ８ 博物館に相当する施設 

  （一）博物館の事業に類する事業を行う施設であって博物館に相当する施設として指

定を受けた施設（以下「指定施設」という。）は、その事業を行うに当たっては、

博物館及び他の指定施設等と相互に連携を図りながら協力するよう努めるものと

すること。                    （第三十一条第五項関係） 

  （二）国又は独立行政法人が設置する指定施設は、博物館及び他の指定施設における

公開の用に供するための資料の貸出し等の必要な協力を行うよう努めるものとす

ること。                     （第三十一条第六項関係） 

 

 ９ その他所要の改正を行うこと。 

 

二 施行期日等 

  １ この法律は、一部を除き、令和五年四月一日から施行すること。（附則第一条関係） 

 

  ２ この法律の施行に伴い必要な経過措置等を定めること。 

（附則第二条及び第三条関係） 

 

 ３ その他関係法律について所要の改正を行うこと。  （附則第四条及び第五条関係） 


